
監 査 公 表 
津市監査委員告示第５号 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項及び第４項の規定

に基づき定期監査を実施したので、その結果を同条第９項の規定により公表す

る。 
平成１８年１２月２２日 

 
                   津市監査委員 岡 部 高 樹 
                                        同       田 中 勝 博 
                                          同    村 田 彰 久 

同    山 中 利 之 
 

監 査 結 果 報 告 書 
 
第１ 監査執行者                     津市監査委員 岡 部 高 樹 
                                       同       田 中 勝 博 
                                          同    村 田 彰 久 
                                          同    山 中 利 之 
第２ 監査実施年月日及び監査対象 

監査実施年月日 監  査  対  象 

平成 18 年 10 月 5 日 
 
 
 
 
平成 18 年 10 月 16 日 
 
 
 
 
 
 

＜市長公室＞ 
 秘書課、政策課、東京事務所、法務室、行政経営課

人事課、検査課 
＜総務部＞ 
 総務課、地域振興室、広報広聴課、情報企画課 
＜市民部＞ 
 市民交流課、市民課、人権課、男女共同参画室

地域調整室、中央市民館、リージョンプラザ、アス

トプラザ 
＜環境部＞  
環境政策課、新最終処分場建設推進課、環境保全課

環境事業課、西部クリーンセンター、河芸美化セン
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平成 18 年 10 月 24 日 
 
 
 
 
 
 
平成 18 年 10 月 25 日 
 

ター、クリーンセンターおおたか、白銀環境清掃セ

ンター、安芸・津衛生センター、クリーンセンター

くもず 
＜商工観光部＞ 
 商工労政課、中心市街地活性化室、企業立地課

観光振興課 
＜農林水産部＞ 
 農林水産課、農業共済室、水産振興室、林業振興室

農業基盤整備課 
＜農業委員会事務局＞ 
＜健康福祉部＞ 
 福祉管理課、こども家庭課、高齢・障がい福祉課 
 援護課、介護保険課、保険年金課、医療助成室

中央保健センター 
＜選挙管理委員会事務局＞ 

 
第３ 監査の方法 
   あらかじめ提出を求めた資料に基づき、部課長等の説明を聴取し、関係

諸帳簿を調査して監査を実施した。 
 
第４ 監査の着眼点 
     監査の実施に際しては、予算の執行は計画的、効率的に行われているか、

またその手続は適切か、会計処理は法令等に基づき行われているか、現金

の取扱いは適切に行われているか、財産の管理は適切に行われているか、

各種の帳簿、書類の記帳、保存等は適切に行われているかなどのほか、事

務処理は効率的、効果的に行われ、改善すべきところはないかなどを基本

的事項とした。 
 
第５ 監査の結果 
   所管する事務事業の推進に当たっては、各分野において努力が払われて

おり、各種の事務は法令、規程等の定めるところに従い適正に執行されて
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いるものと認められた。 
   全般的には事務処理、財政運営について良とするも、一部において後述

するように事務処理の不備が見受けられたので、積極的に対処するよう指

導した。また、監査時に気づいた軽易な事項については、その都度口頭で

指導した。 
   各課等の監査の結果の概要は、次に述べるとおりである。 
 

＜市長公室＞ 

・秘書課 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

   当課においては、市長、助役の日程調整及び渉外業務のほか、表彰栄典、

市長会に関する事務などを分掌している。 
   合併後市域が拡大し、大会、行事等の業務量が増大したことで、市長、

助役の公務が著しく増えているが、内容等を十分精査、調整されるととも

に、秘書、渉外業務の円滑な運営に努められたい。 
 

・政策課 
ア 指導事項 

     特になし。 
イ 所 見 

   当課においては、総合計画、新市まちづくり計画、非核平和事業の推進、

防衛施設庁等との調整、ユニバーサルデザイン・バリアフリーに係る調整

に関する事務などを分掌している。 

   総合計画策定業務については、平成１９年度末の策定を目指し、同策定

推進プロジェクトチームの設置、同計画策定調査業務の実施等、作業を進

められているところであるが、多様化する市民ニーズを反映した計画、健

全財政を考慮した計画が策定されるよう期待するところである。 
   また、合併関係市町村間において協議し、合意された２０事業について

は、個別の事業計画により優先性の整理が可能なものは、財政の見通しを

見極めた中で順次整備することとされているが、その他の事業も含めて、

今後、総合計画での市全体における位置づけなど十分精査しながら取組み

を進められたい。 
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・東京事務所 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

   当事務所においては、国などの行政機関等との連絡調整、市政に係る情

報及び資料の収集・発信、首都圏における中勢北部サイエンスシティ、ニ

ューファクトリーひさい工業団地等への企業誘致、本市の物産及び観光の

紹介に関する事務などを分掌している。 
   当事務所においては、中央省庁その他中小企業基盤整備機構、日本貿易

振興機構などの各種団体への訪問、セミナー・説明会等への参加や三重県

出身者との交流などの活動を通じて、最新の情報収集や価値の高い情報の

収集に努められているところである。 
   また、本市物産や観光の紹介活動にも併せて取り組まれている。 
   今後においても、首都圏に存在する地の利を生かし、市政に活用できる

有用、タイムリーな情報を収集するとともに、積極的に企業訪問やＰＲに

取り組まれ、中勢北部サイエンスシティ等への立地に結びつく企業誘致活

動を期待するものである。 
 
・法務室 

   ア 指導事項 

      特になし。 

   イ 所 見 

当室においては、例規の制定及び改廃をはじめ訴訟事件等に対する指導

助言、行政手続条例に関する事務などを分掌している。 

条例、規則等の制定及び改廃について指導助言に努められているところ

であるが、合併に際して施行された要綱等の制定状況についても、調査の

上、把握され、要綱等の改廃等についても、適宜指導されたい。 

現在、裁判所において係争中の案件は、行政事件訴訟５件、民事訴訟７

件、調停１件（本年１０月５日現在）であるが、訴訟の進行について関係

部署への適切な指導、調整を行われるよう望むものである。 

また、市全体としての法務能力の向上を図るためには、職員個々の法務

能力の向上が求められていることに留意され、引き続きこれらの指導助言

に努められたい。 

 

・行政経営課 
ア 指導事項 
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   特になし。 
イ 所 見 

   当課においては、行財政改革等の推進、行政組織及び事務分掌の見直し、

組織の活性化並びに地方分権の推進に関する事務などを分掌している。 
   行財政改革の推進については、社会経済情勢の変化に対応した簡素にし

て効率的な市政の実現を推進するための行財政改革大綱及び集中改革プラ

ンの本年度中の策定に向けて、行財政改革推進本部と附属機関である行財

政改革推進委員会を置き、現在作業が進められているところである。 
本市は、市町村合併により、市域が広範囲となり、山間地域、海岸地域、

商工業地域、温泉等観光地域など多様な地域特性を有することになった。

これまでの行政手法の違いを生かし、精査し、本市が本来果たすべき役割

を明確にし、行財政改革に取組まれるよう望むものである。 
組織、事務事業の執行方法等については、市民本位で、かつ、効率的な

行政運営を推進するため、総合支所のあり方も含め、必要な見直しを検討

されたい。 
 

・人事課 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

     当課においては、職員の定数・配置管理、給与、職員研修及び福利厚生

に関する事務などを分掌している。 
         本年度の職員１人当たり平均の時間外勤務時間数は、４月は１８．６ 

時間（本庁４１．３時間）であったが、８月は８．０時間（本庁１６．１

時間）となっている。合併に伴う事務の整理や執行方法の変化等に加え、

年度当初などということもあって時間外勤務が増大していたものと考え

られるが、時間的経過に伴う習熟や時間外勤務の縮減方策等によって、縮

減されてきているものと考えられる。 
こうした時間外勤務の縮減や事務事業を円滑、効率的に推進するために、

今後とも関係部署と連携して適宜、組織の見直し等を行い、適切な人事配

置に努められたい。 
     また、職員の飲酒運転の防止については、本年１０月３日に市長通達が

出され（その後、職員の交通事故等に関する懲戒処分の改正基準が同月２

０日に施行された。）たところであるが、職員一人ひとりの資質の向上と

ともに、飲酒運転をさせない職場づくりなど、綱紀の保持に取り組むよう、

今後とも、一層指導徹底がなされるよう望むものである。 
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・検査課 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

   当課においては、工事等の検査、工事の手直しに係る命令及び指示に関

する事務などを分掌している。 
   工事検査要綱、検査基準、小規模工事検査要綱を制定し、これに基づき、

検査を実施されているところである。 
   また、設計積算業務の円滑かつ効率的な運用を図るため、設計積算シス

テムを導入し、本庁舎及び総合支所等において使用されているところであ

るが、その管理については細心の注意を払われたい。 
 

＜総務部＞ 

・総務課 
ア 指導事項 

   市外旅費領収書において、一部当該職員の領収印及び領収年月日の記入

漏れがあったので、適切に行われるよう指導した。 
イ 所 見 

   当課においては、議会との調整、文書管理、情報公開、個人情報の保護、

住居表示、統計、市史編さんに関する事務などを分掌している。 
   文書管理については、電子自治体構築計画に基づき、文書管理システム

の構築に向けて関係課と調整を進めているところであり、電子化への過渡

期という状況にある。現在、事務の省力化を図るため、文書収受簿、外出

簿などの文書類をさまざまな方法でパソコン処理している部局は少なくな

いことから、こうした処理方法や電磁的記録の保存・保管・廃棄などの取

扱いについて文書管理システムの構築の中で、今後、統一的な考え方を示

されるよう努められたい。 
 
・地域振興室 

  ア 指導事項 

特になし。 

   イ 所 見 

当室においては、地域活動の振興事業に係る企画及び調整、総合支所・

地域審議会との連絡調整に関する事務などを分掌している。 

市町村の合併の特例に関する法律の規定に基づく合併協議により、本年

１月１日、１０地区に地域審議会が設置され、同年５月には第１回目の地
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域審議会が開催されたところである。 

今後、各地域審議会においては、設置区域に係る基本構想の策定に関す

る事項等について審議などが行われることになるが、各地域審議会の審議

が円滑になされるよう各総合支所との密接な連携を図られることを望むも

のである。 

また、地域活動振興予算については、合併と同時に制度化され、地域の

特性に応じた事業を実施することにより、地域住民の不安を解消し、新市

の魅力を創出するなどの一定の効果はあるものの、今後は、各地域審議会

での議論等を考慮しながら、基準のあり方や方向性などを検討していくよ

う努められたい。 

 

・広報広聴課 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

   当課においては、広報津、市勢要覧の編集発行、ケーブルテレビ、ラジ

オ及び津市ホームページ等による広報並びに動く市長室「市長対話」及び

市政モニター制度等の広聴に関する事務を分掌している。 
   広報事業について、津市情報発信番組「まるもち 3 つ」の制作放送業務

については、その番組放送に係る費用に対して得られる効果について、調

査し、検討されるよう望むものである。 
   

・情報企画課 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

    当課においては、行政情報システムの開発、電子自治体の構築、情報通

信基盤の整備・管理及び津市地域情報センターの管理運営に関する事務な

どを分掌している。 
    合併と同時に新市における住民情報系システムに係る住民データを統

合し、本年８月には新しい財務会計システムの導入など各種情報システム

の運用に当たられているほか、庁内情報通信ネットワークの整備・運用に

取り組まれている。今後においても各種システムの安定的な管理・運用、

システムの充実に努められたい。 
    また、本年１０月３日に、電子申請、GIS、文書管理、電子入札を柱と

する電子自治体構築計画が策定されたところであるが、同計画に係る施策
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の実施に当たっては、多額の経費を要すると考えられることから、国、県

など関係団体と連携し、共同化による経費削減なども視野に入れて推進に

努められたい。 
    昨今、業務に係る情報流出事件が頻発しており、本市においても情報流

出事故があったところであるが、業務情報に係る情報セキュリティ対策の

徹底が図られるよう一層指導に努められたい。 
 
＜市民部＞ 
・市民交流課 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
   当課においては、自治会との連絡調整、市民相談、市民活動の促進、コ

ミュニティ施設、交通安全対策の総合調整、国際・国内交流に関する事務

などを分掌している。 
自治会への活動補助金、謝礼、広報配布委託料については、合併協議に

より、いわゆる激変緩和措置が講じられ、５年以内の調整事項となってい

るが、この措置については、あくまでも市町村合併に伴う暫定的な措置で

あることにかんがみ、できる限り早急に新基準策定に努められたい。 
   交通安全対策にあっては、久居駅前公共自転車駐車場管理業務を指定管

理者に移行するとともに、近鉄津新町駅周辺においては、自転車放置禁止

区域に指定し、駅周辺における交通の安全と円滑化及び良好な環境の確保

に取り組まれている。 
  国際交流・都市間交流については、当該都市との相互理解を深め、住民

相互の交流等、地域の活性化に寄与しているところであるが、補助金等民

間交流支援のあり方について、今後、検討されるよう努められたい。 
 
・市民課 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
 当課においては、戸籍、人口動態調査、住民基本台帳、印鑑登録、住民

税・軽自動車税に係る諸証明の交付、外国人登録、斎場に関する事務など

を分掌している。 
   市営斎場は、老朽化が進んでおり、新斎場建設に向けた整備構想基本計

画作成の準備を進められているところである。 
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   また、窓口業務においては、取扱件数が増加しているなか、各種届出の

処理や各種証明書の交付について、迅速かつ正確な事務処理に努められ、

市民サービスの向上を図られたい。 
 
・人権課 

   ア 指導事項 

   特になし。 

  イ 所 見 

      当課においては、人権施策の推進、計画の策定に関する事務などを分掌

している。 

人権施策の推進については、合併により市域が拡大したなか、市内４会

場においてそれぞれ市民人権講座や人権問題講演会などを開催されている

ほか、企業への人権啓発や各種人権に係る啓発業務が行われているところ

である。 

また、庁内各職場とその事務事業において、人権尊重の視点に立った取

組みが行われるよう、津市人権施策推進会議設置要綱の制定に向けた準備

をされる（本年１１月１日に制定済み）とともに、全職員を対象とした職

員人権研修会の開催を予定されているところである。 

なお、本年９月には人権が尊重される津市をつくる条例を制定されたと

ころであるが、人権施策をより総合的に推進するため、人権施策基本方針

についても早期に策定されるよう望むものである。 

 
・男女共同参画室 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
   当室においては、男女共同参画社会の推進に関する事務などを分掌して

いる。 
男女共同参画を広く市民に啓発するため、男女共同参画フォーラムの開

催や情報紙の発行などが行われている。また、本年度内の男女共同参画推

進条例制定に向けて、懇話会・市民の意見を聴く会を開催するなど準備が

進められているところである。 
今後とも、男女共同参画に対する意識の高揚を図るための諸事業を積極

的に展開されるよう望むものである。 
 
・地域調整室、中央市民館 
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ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
   当室においては、主に地域課題の解決を図るための関係団体・機関等と

の連絡調整、地域改善関係事業、隣保館の総括に関する事務などを分掌し

ている。 
 福祉資金貸付事業については、現在は、収納業務のみとなっており、電

話催告、訪問指導、夜間徴収等に取り組まれているところであるが、収納

率は低い状態にある。今後は、適切な納付指導と効率的かつ適正な滞納整

理に努められたい。 
 また、中央市民館においては、人権問題解決のために、地域住民の生活

実態やニーズを的確に把握しながら、相談、啓発・広報、地域交流、人権

教育及び自主的組織の支援活動事業を実施している。今後も住民交流の拠

点となる開かれたコミュニティ施設として、各種事業の推進に努められた

い。 
 

・リージョンプラザ 

  ア 指導事項 

      お城ホール等の使用料については、条例の規定では、施設使用料を使用

許可の際に納付することとなっているが、還付等が発生しないよう使用許

可の際に半額、使用後に残額を納付するという独自の運用がなされていた

ため、規定どおり行うよう指導した。 

  イ 所 見 

   当施設においては、お城ホール及び会議施設等の管理運営に関する事務

などを分掌している。 

  お城ホールは高い利用率を維持しているところであるが、開館後１９年

以上経過しており、施設・設備の老朽化が著しいことから、平成１７年度

よりリージョンプラザ施設・設備改修・更新３か年計画に基づいた改修等

の実施に取り組まれており、本年度においては案内表示装置及び舞台音

響・照明改修工事等の実施が予定されているところである。 

なお、財政状況の厳しいなか、計画どおり３か年で改修を終えるのは困

難な状況見通しであるが、利用に支障を来さないよう、また、快適な環境

が提供できるよう適切な管理運営に努められたい。 

 

・アストプラザ 
ア 指導事項 
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使用料及び手数料の収納事務において、業務終了後、施設内の金庫に保

管し、週３回、金融機関へ持ち込み収納している。公金の取扱いについて、

安全かつ適正に管理するため、金融機関への納入は、速やかに行うよう指

導した。 
イ 所 見 

   当施設においては、アストプラザ施設の維持管理、使用許可、住民サー

ビス窓口として戸籍、住民票、税などに関する証明書の交付、印鑑登録、

住民基本台帳関係の届出に関する事務などを分掌している。 
   津駅前という立地や行政機関及び文化施設の集積を生かし、多くの人々

が交流する拠点施設として、年末年始の５日間を除いた年間３６０日を開

館し、住民サービスに努められている。 
   本庁閉庁時においても、アストプラザは、窓口を開設していることから、

市全般の業務に対する問い合わせに対応できるような体制を整備され、更

なる住民サービスの向上に努められたい。 
 

＜環境部＞ 
・環境政策課 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
   当課においては、環境政策、環境との共生、新エネルギー、地球温暖化

対策、一般廃棄物処理業・し尿浄化槽清掃業の許可及び指導、ごみの減量・

再生利用、不法投棄等、一般廃棄物処理施設の維持管理の総括、し尿中継

施設等に関する事務などを分掌している。 
   地球温暖化対策については、風力発電施設見学会等の新エネルギー学習

会の実施、家庭用新エネルギー利用の促進などに取組まれているところで

あるが、今後一層、啓発等に努められたい。 
   不法投棄対策については、本年７月から環境パトロールを実施されてい

るところである。家電リサイクル法の施行に伴いリサイクル費用の負担が

必要になったことや合併により市域が広大となったため、不法投棄の増加

が懸念されるところであるが、総合支所とも連携を密にして、不法投棄の

未然防止、監視の強化に努められたい。 
また、衛生中継所については、平成１９年１月末日の海洋投入処分の禁

止を受け、本年１１月末をもって業務を終了されることから、その跡地利

用について、地元を含めた協議・検討を早期に行われたい。 
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・新最終処分場建設推進課 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

   当課においては、新最終処分場建設推進に関する事務を分掌している。 
   新最終処分場については、現在稼動中の白銀環境清掃センター第２期埋

立処分場が埋立許容の限界に近いことから、その建設が急務とされている

が、その候補地に選定された地元住民の理解が得られず、事実上進捗して

いない状況にある中で、安全で安心な最新の処理技術等を検討するための

新最終処分場処理方式検討業務委託及び学識経験者による検討委員会の設

置等その具体的な建設計画作成に向けた準備が進められている。 
一日も早く具体的な建設計画を作成し、推進されることを期待するもの

である。 
 

・環境保全課 

   ア 指導事項 

     特になし。 

  イ 所 見 

当課においては、住民の身近な生活環境の保全に係る総合的な計画及び

調整、公害防止、大気、水質、騒音等に係る環境調査並びに狂犬病の予防

に関する事務などを分掌している。 

生活環境の保全については、大気、水質、騒音等の環境調査を実施され

ており、公害防止協定等を締結している工場や事業場については、立入調

査、排出水等の監視、指導に努められている。そのほか、野焼き、騒音、

悪臭等の公害苦情等は、毎年１００件程度で、本年９月末では４２件とな

っている。 

また、下水道等の集合処理施設のない地域等において浄化槽設置整備促

進を図られるなど、生活排水による水質汚濁の防止及び公衆衛生の向上に

も努められているところである。 

今後においては、合併により市域が拡大したことから、各総合支所と連

携しながら安全かつ安心して暮らせるよう生活環境の保全に努められたい。 

 

・環境事業課 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 
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   当課においては、ごみの収集、分別の指導に関することなどを分掌して

いる。 
  当課においては、旧津市の区域において、一般家庭から排出される家庭

系ごみについて、ステーション方式により７種１３分別での収集作業を行

っている。 
  ごみの分別収集については、それぞれの市町村でなじんだ方法であるこ

とから、合併協議においては、当分の間（３年程度）、従前どおりの方法と

されたところであるが、今後、収集及び処分の効率化を図るため、現在、

調整が行われているところである。 
  今後において、ごみの分別方法や収集方法等を変更する場合には、十分

な周知期間の確保等により、住民に混乱を来さないよう配慮を望むもので

ある。 
ごみ収集作業の安全対策としては、安全運転講習会等の開催、班会議で

の事例研修、就業開始前の準備体操を実施されるなど、安全作業マニュア

ルに基づき積極的に事故防止に取り組まれているところであるが、引き続

き安全作業、安全運転等についての意識高揚に努められたい。 
 

・西部クリーンセンター 
ア 指導事項 
  特になし。 
イ 所 見 

     当センターにおいては、旧津市及び旧芸濃町の区域から排出される可燃

ごみの搬入に係る受付及び指導、ごみの焼却に関することなどを分掌して

いる。 
焼却処理に当たっては、ダイオキシン類等の発生の抑制に努め、周辺環

境に配慮しながら、安全で安定的な焼却炉の運転管理に努められたい。 
 

・河芸美化センター 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

    当センターにおいては、旧河芸町の区域から排出される可燃ごみの焼却

に関することなどを分掌している。 
焼却処理に当たっては、ダイオキシン類等の発生の抑制に努め、周辺環

境に配慮しながら、安全で安定的な焼却炉の運転管理に努められたい。 
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・クリーンセンターおおたか 
ア 指導事項 
 特になし。 
イ 所 見 

       当センターにおいては、旧久居市、旧香良洲町、旧一志町、旧白山町、

旧美杉村、旧美里村、旧安濃町の区域及び松阪市（旧嬉野町・旧三雲町）

から排出される可燃ごみの焼却に関することなどを分掌している。 
     松阪市（旧嬉野町・旧三雲町）のごみの受け入れについては、合併時の

調整により、松阪市に処理能力がないため暫定的に受け入れているもので

ある。 
焼却処理に当たっては、ダイオキシン類等の発生の抑制に努め、周辺環

境に配慮しながら、安全で安定的な焼却炉の運転管理に努められたい。 
  
・白銀環境清掃センター 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
   当センターにおいては、不燃ごみ等の第２期埋立処分場、あき缶等金属

系資源ごみ破砕処理施設、ペットボトル圧縮減容梱包施設、浸出水処理施

設及び第１期埋立処分場跡地整備事業等に関することなどを分掌している。 
   現在稼動中の第２期埋立処分場は地元自治会と毎年協議、同意を得るこ

とを条件に、平成２２年３月末までの使用期間延長が図られたが、その埋

立許容は年々逼迫してきており、新最終処分場建設計画の進捗状況もかん

がみ、各種資源化ごみの再生利用化を図るなど埋立ごみの減量化に向けた

取組みが行われている。 
臨時職員の任用について、１３人中、７０歳以上の者でみると２人（１

５パーセント）、６５歳以上の者でみると５人（３８パーセント）となって

おり、本市の臨時職員任用に係る年齢基準を超える高齢者の任用が少なく

ないが、特段の事情がない限り、同基準によることが望ましく、今後見直

しを検討されたい。 
同センターの行政財産である土地において、電力事業者の電柱設置に係

る部分について約１０年間の賃貸借契約が締結されている。これは、契約

締結当時、旧津市の普通財産として管理されていたものが市町村合併後の

本年３月３１日付けで行政財産に分類換えした際、整理されなかったもの

と思われるので、行政財産としての使用形態にかんがみ、必要な見直しを

図られたい。 
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・安芸・津衛生センター 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

    当センターにおいては、旧津市、旧河芸町、旧芸濃町、旧美里村及び旧

安濃町の区域から収集・搬入される、し尿及び浄化槽汚泥を処理するため

の施設の運営及び維持管理などを分掌している。 
   平成１９年１月末で、ロンドン条約により、し尿及び浄化槽汚泥の海洋

投入処分が全面禁止されることに伴い、陸上処理するため、平成１７年度、

１８年度の２か年の継続事業として、処理能力の増強、放流水質の安定・

向上を図る施設設備改造工事が実施されているところである。 
   今後は新しい設備での運転となるが、一層、安全かつ適正な運転と効率

的な管理及び周辺環境に配慮した施設運営に努められたい。 
 
・クリーンセンターくもず 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
    当センターにおいては、旧久居市、旧一志町、旧香良洲町、旧白山町、

旧美杉村の区域及び松阪市（旧嬉野町）から収集・搬入される、し尿や浄

化槽汚泥を処理するための施設の運営及び維持管理などを分掌している。 
    松阪市（旧嬉野町）のし尿及び浄化槽汚泥の受け入れについては、合併

時の調整により、松阪市に処理能力がないため、暫定的に受け入れている

ものである。 
処理に当たっては、安全かつ適正な運転と効率的な管理及び周辺環境に

配慮した施設運営に努められたい。 
 

＜商工観光部＞ 
・商工労政課 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
   当課においては、商工業振興、勤労者福祉に関する事務などを分掌して

いる。 
  勤労者福祉については、合併により本市単独設立となったことで、中小

企業勤労者福祉サービスセンターに対する国・県補助金が大幅に減額され
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ることから、他市へ事業参画を求めているところであるが、同センターの

更なる会員の拡充、自立に向けて努力されたい。 
津市労働会館、安濃工業会館及び七栗産業会館については、本年４月か

ら指定管理者制度を導入しているところであるが、各会館の設置目的に沿

って有効に利用され効果的に運営されるよう望むものである。 
また、勤労者福祉センター（サン・ワーク津）及び勤労青少年ホームに

ついて、施設の有効活用を図られたい。 
 
・中心市街地活性化室 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
 当室においては、中心市街地活性化に関する業務、市営駐車場に関する

事務などを分掌している。 
本年８月の中心市街地の活性化に関する法律の施行により、中心市街地

活性化事業が届出制から認定制になり、本市においても、中心市街地活性

化基本計画策定に取り組むべく、中心市街地活性化協議会の設立に向け勉

強会や研修会の実施が検討されている。中心市街地の区域設定の再構築を

含め、市街地活性化のため、効果的に事業展開されるよう期待するもので

ある。 
また、各種補助金の交付について、有用性を十分検討され、適正な執行

に努められたい。 
   市営駐車場事業については、利用者数も増加傾向にあり順調である。今

後も健全経営に努力されたい。 
 
・企業立地課 

   ア 指導事項 

     特になし。 

  イ 所 見 

      当課においては、企業の誘致及び立地、工業団地等の維持管理に関する

事務などを分掌している。 

   当課においては、二大産業振興拠点等への企業誘致を推進されていると

ころである。本年９月末現在において、中勢北部サイエンスシティについ

ては面積分譲率３３パーセント、２９社の進出が決定し、ニューファクト

リーひさい工業団地については面積分譲率５５パーセント、３社の進出が

決定しているが、更なる企業誘致の促進を図るため、時限立法である「津
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市企業立地促進条例」が本年１０月１日から施行されたところである。 

こうした経済的インセンティブや、景気回復基調を受けて企業の設備投

資意欲が高まってきていることから、この機会を逃すことなく、タイムリ

ーなトップセールスなどを始めとする積極的な誘致活動を展開され、二大

産業振興拠点用地の早期完売を期待するものである。 

 

・観光振興課 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

   当課においては、観光に係る施策、宣伝、事業の実施、観光施設、その

他観光事業に係る調整事務などを分掌している。 
   観光事業については、観光関係団体や周辺市町と連携し、観光客の誘致

に努められているところである。 
また、津まつりや花火大会などイベントも開催されているところである

が、一過性のイベントにとどまらず、地場産業などへの経済効果が波及す

るような事業展開を期待するものである。 
各種の補助金については、観光振興の効果などについて、検証に努めら

れたい。 
   観光関連施設の錫杖湖水荘やレークサイド君が野など、いわゆる営業収

益で営業費用を賄うことができていない施設については、その経営状況が

明らかにされ、適切な経営判断ができるよう、必要な見直しについて、関

係する各総合支所とともに検討されたい。 
 

＜農林水産部＞ 
・農林水産課 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
    当課においては、農業振興施策の計画、農業及び畜産業の指導、鳥獣の

保護及び狩猟、農産物等への鳥獣被害の防止、中山間地の振興等に関する

事務などを分掌している。 
    農業従事者の高齢化や後継者不足が進む中、耕作放棄地が増大するなど

生産構造の脆弱化が深刻な状況となっているところであるが、国において

は、平成１７年１０月に経営所得安定対策等大綱を策定し、平成１９年度

から、担い手に対して施策を集中し、経営全体に着目した対策に大きく政
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策転換をするなど、戦後の農政を根本から見直すものとなっていることか

ら、農業基盤整備課との連携を図りながら、集落営農の組織化などを含め

た担い手を育成・確保する取組みなど制度の円滑な実施に向けた準備作業

に取り組まれたい。 
 
・農業共済室 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
  当室においては、農業共済事業に関する事務などを分掌している。 

農業共済制度については、農業災害補償法に基づき、不慮の事故によっ

て受けることのある損失を補填することにより、農業経営の安定、生産力

の向上に資することを目的として実施されているところであるが、さらに

農業共済制度の周知と農作物共済加入促進を図り、家畜共済、園芸施設共

済、畑作物共済の加入者の拡大にも努められたい。 
また、共済掛金が未納となっている加入者へは、引き続き納付指導等の

強化に努められたい。 
 
・水産振興室 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
 当室においては、水産業の振興施策の計画、水産加工業の振興、水産物

の流通改善、漁港の整備・維持管理、養殖業・栽培漁業の推進等に関する

事務などを分掌している。 
   漁業は農業と同様に従事者の高齢化と後継者不足が大きな問題となって

いる。今後も本市における水産業等の振興発展を図るため、「とる」漁業か

ら「つくり、育て、とる漁業」への転換を推進し、併せて生産基地の整備

と経営近代化対策の推進を通じ、後継者の育成、確保に努力されたい。 
 
・林業振興室 

   ア 指導事項 

   特になし。 

  イ 所 見 

      当室においては、林業振興施策の計画及び調整、市有林の維持管理、林

道事業に関する事務などを分掌している。 
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本市の総面積の約６０パーセントを占める森林については、水源かん養

機能、生活環境保全機能、木材等の生産機能等、多面的機能を有しており、

この貴重な財産である森林の維持管理を森林所有者等とともに長期的な視

点にたって計画的に行うため、本年４月に津市森林整備計画を策定された

ところである。 

また、本市所有の山林は、約１，２２０ヘクタールで、このうちの約５

０パーセントについては、三重県や緑資源機構などと分収林契約を締結し、

これらの団体により育林等の維持管理が行われているところである。 

現在、総合支所管内の山林については、各総合支所において施業されて

いるところであるが、総合支所とも連携を密にして、直営林も含め、森林

施業計画に沿った適切な維持管理がなされるとともに、広大な面積を占め

ている森林の持つ役割、意義等について住民意識の高揚を図られたい。 

 

・農業基盤整備課 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

   当課においては、市単土地改良事業、県営等土地改良事業、農業用施設

維持管理事業、農業集落排水処理施設維持管理事業に係る事務などを分掌

している。 
   農業集落排水処理施設使用料については、本年９月末現在で滞納繰越分

未収金残高は２１３万２千円となり、その収納率は１０．５パーセントと

低調であるが、今後、関係する各総合支所との一層の連携を図るなど、効

果的かつ効率的な徴収体制の構築を図り、滞納繰越分未収金の早期回収に

努められたい。 
農業基盤整備としての市単土地改良事業については、その目的は農業生

産力の向上にあることから、事業の実施については、地域の担い手の状況

及びそれらの経営基盤の安定化への取組等、農林水産課所管施策との整合

がなければ、結果として公共投資の十分な効果が期待できないものと考え

られる。こうしたことから、本市の農業振興地域整備計画及び農業経営基

盤強化に関する基本構想等、農林水産施策全体の観点からの客観的な事業

採択基準の整備を図られるよう検討されたい。 

 

＜農業委員会事務局＞ 
ア 指導事項 

   特になし。 
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イ 所 見 
    当事務局においては、農地の権利移動と転用、農業者年金に関する事務

などを担任している。 
   農業委員の定数は、現在、８８人（選挙による委員８０人、選任による

委員８人）となっているが、平成１９年１月１日から４８人（選挙による

委員４０人、選任による委員８人）となる。 
   また、各業務については、農地転用許可に関することなど、個人の権利

関係にかかわるものでもあるので適切に対応されるよう努められたい。 
 
＜健康福祉部＞ 
・福祉管理課 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
   当課においては、社会福祉施設の総合調整に関する事務などを分掌して

いる。 
   本年４月から、津市社会福祉センターをはじめとする１０か所の福祉関

係施設について、津市社会福祉事業団が指定管理者となり施設の管理がな

されている。 
今後は、当該管理業務が施設の設置目的に沿って、充実するように指導

されるよう望むものである。 
   福祉バス運行事業については、コミュニティバス運行事業など種々のバ

ス関係事業を所管する各部局と調整し、本市全域の公平性と効率性を勘案

した事業となるよう努められたい。 
 
・こども家庭課 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
   当課においては、保育所への入所、児童手当及び児童扶養手当、婦人保

護事業、子育て支援事業、児童虐待防止等に関する事務などを分掌してい

る。 
   保育所入所負担金、児童扶養手当過年度返還金等の未収金が増加してき

ており、滞納者に対して納付指導を行ってはいるが、収納率向上にはつな

がっていない状況である。今後は、これら滞納者に対して滞納処分も視野

に入れ、収納率向上に努力されたい。 
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   公立保育所について、市全体を見据えた適切な設置場所及び定数の検討、

また、質の高い保育の実施と効率的な運営に努められたい。 
   保育所遊具保守点検業務委託契約において、年度途中において委託業者

の破産により契約解除が行われたため、本年７月に新たに指名競争入札を

執行した結果、契約金額が従前の年間契約より高くなっている事態が生じ

ているが、今後においては、契約のあり方、予定価格について、十分検討

されたい。 
   児童虐待についての報告件数が増加しており、職員や家庭児童相談員が

警察や児童相談所などとの連携により対応している。今後においても、関

係機関との連携を強化され、児童虐待の早期発見、未然防止に努められた

い。 
 
・高齢・障がい福祉課 

   ア 指導事項 

   特になし。 

  イ 所 見 

      当課においては、高齢福祉推進事業、介護予防、生活支援事業、障害者

福祉事業に関する事務などを分掌している。 

本年４月から介護保険制度は、予防を重視した制度に大きく見直され、

こうした予防重視や地域に密着したケアの観点から、地域の中核機関とし

て、地域包括支援センター制度が創設され、本市においては、本庁舎内と

久居総合支所内の２か所に同センターが設置されたところである。 

また、複雑多様化する福祉ニーズに適切に対応するため、各種事業を実

施されているところであるが、市町村合併による継続事業のなかには、高

齢者ヘルパー家事援助事業など実施率が非常に低い事業が含まれているこ

とから、事務事業の見直しについても検討されたい。 

 
・援護課 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
   当課においては、生活保護に係る相談、申請の受理、決定及び保護受給

中における訪問調査、行旅病人等に係る事務などを分掌している。 
   本年９月末現在の被保護世帯は、１，４５３世帯、被保護者数は１，８

６７人、保護率は６．４パーミリ（人口１，０００人当たり６．４人） 
である。保護の適正実施の基本である訪問活動等をする現業員は１８人で、
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担当１人当たりの世帯数は、８０．７世帯となり、配置基準１人当たり８

０人をやや超えている。被保護世帯は増加傾向にあり、保護の適正実施の

ため必要に応じて現業員の適正配置に努められたい。 

   扶養義務者調査については、生活保護法は、民法に定める扶養義務者の

扶養等はすべて生活保護に優先して行われるものとする原則を規定してお

り、当該調査で判明した扶養義務者に対しては扶養義務履行指導等一層の

措置を講じられたい。 

急迫保護等及び不正受給等に係る返還すべき費用の本年９月末現在滞納

繰越分未収金残高は、それぞれ７６８万円及び９１１万円で、その収納率

は、いずれも１０パーセント未満と低調であり、必要に応じて法的措置を

講じるなど、適切な債権管理に努められたい。 

  

・介護保険課 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 

    当課においては、介護保険被保険者の資格取得及び喪失、介護保険の給

付、介護保険料の賦課及び徴収、介護認定審査会等に関する事務などを分

掌している。 
    介護保険制度は、本年４月の介護保険法の改正により、予防重視型シス

テムへ転換されたところである。これまで老人保健事業として取り組まれ

てきた介護予防事業などについては、介護保険給付の対象事業と位置づけ

られたことから、これらの事業推進に当たっては、高齢・障がい福祉課、

中央保健センターなど関係部局との連携を密にしながら、市民がより積極

的に介護予防事業に参加できるよう、その事業展開に取り組まれたい。 
    また、介護保険料の未納については、介護保険制度への理解と周知を図

りながら、総合支所とも連携し、納付指導を強化するなど収納率の向上に

努められたい。 
 
・保険年金課 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
   当課においては、国民健康保険及び国民年金に関する事務などを分掌し

ている。 
   国民健康保険事業については、収入の確保及び医療費の適正化に取り組
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まれ、安定した運営を目指し努力されているところであるが、リストラ、

倒産等により、被保険者が増加している。 
また、資格証明書及び短期被保険者証の交付件数も増加しているが、引

き続き保険制度への理解を得るための努力を行い、納付指導の強化、口座

振替の促進などにより収納率の向上に努められたい。 
   国民年金事務については、年金制度に対する理解とその普及を図るため、

広報、啓発の促進に努められたい。 
 
・医療助成室 

ア 指導事項 
   特になし。 

イ 所 見 
   当室においては、福祉医療費受給資格認定、福祉医療費助成、老人保健

医療に係る資格認定及び給付に関する事務などを分掌している。 
   本年度において、乳幼児医療費助成制度の拡大、不妊治療費助成制度の

実施及び老人医療費の負担区分の細分化等が行われたことにより、業務が

増加かつ複雑になっているところであるが、対象者に対して制度改正内容

の周知を十分図るとともに、過誤払い等の発生防止に努められたい。 
   また、老人医療費においては、レセプト点検員との連携により点検内容

をより充実させ、第三者行為求償事例の発見に努められたい。 
 

・中央保健センター 

   ア 指導事項 

   「津市休日応急・夜間こども応急クリニック」及び「津市久居休日応急

診療所」における公金の収納事務について、保健衛生使用料の収納事務を

事実上、委託しているにもかかわらず、手続きに不備が見受けられたので、

適切に取扱われるよう指導した。 
  イ 所 見 

当センターにおいては、応急診療所の運営、救急医療のほか、母子保健

事業、老人保健事業などに関する事務を分掌している。 

「津市休日応急・夜間こども応急クリニック」については、利用者増に

より施設が手狭となったため、本年１１月１日から国立病院機構三重病院

の敷地内へ移転し、診療が行われているところである。 

三重病院の敷地内に移転したことにより、同クリニックにおいて入院等

が必要であると診断された小児患者を三重病院に迅速に搬送することがで

きるなど、小児応急の基本モデルとして期待されているところである。 
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救急医療については、一次救急患者が二次救急医療機関を受診する事例

が多く、救急医療体制の維持に影響が出ていることから、一次救急と二次

救急の医療体制のあり方の見直しを検討されているところであるが、緊急

搬送に支障を来すなど人命に係わる問題であることから、早急に健全な救

急医療体制を構築するよう望むものである。 

 

＜選挙管理委員会事務局＞ 
ア 指導事項 

   特になし。 
イ 所 見 
 当事務局においては、選挙に関する啓発、周知、定時調製方式による各

種選挙人名簿の調製等の事務、選挙の管理執行に係る事務などを担任して

いる。 
 市町村合併に伴い、現在１３１の投票区が設置されており、今後、投票

管理の合理化等の観点から再編が検討されている。また、衆議院議員選挙

の選挙区が分割され、選挙公報の配布方法、開票所の確保及び開票事務の

分割管理等が課題となっているので、早急に検討されるよう努められたい。 
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